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「スーパーシティ構想」と「デジタル田園都市国家構想」の関係と取組の方向性

・スーパーシティ構想は、規制緩和により取組を進めていくための手段

・デジタル田園都市国家構想は、地方からデジタル化を進めるための財政支援

・規制緩和も財政支援もどちらも上手に活用していくことが必要
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「スーパーシティ構想」と「デジタル田園都市国家構想」の相違点と共通点

【相違点】
・スーパーシティ構想は、10年後（2030年）の未来を見据えた構想
・デジタル田園都市国家構想は、すぐに実装できるデジタルサービスを順次展開

デジタル田園都市国家構想

デジタル化の順次実装

(2022年～順次） スーパーシティ構想

10年後（2030年）の未来

【共通点】
・データ連携基盤/都市OSを通じたシームレスなサービス構築と分野連携による付加価値創出

出典：デジタル庁
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現在においても未来において
も、都市部においても地方部
においても、データ連携基盤/
都市OSの構築は必須のもの
とされている

特に、デジ田においては、人
口減少等により地域経営が
厳しくなる地方部におけるデ
ジタルによる課題解決策の要
として位置付けられている



★これまで活用してきた「会津若松+」に、デジタル庁が指定
する機能を付加する基盤改修を行う。

★国では左図のようにセンサーやカメラなどのデータを情報連
携する想定としているが、本市においては、より個人にあった
（パーソナライズ）サービス提供を目指して、本人同意（オ
プトイン）に基づくパーソナルデータの連携を目指していくこと
から、オプトイン機能やパーソナルデータ連携機能、共通
ID管理機能を本市の特徴的な機能として付加していく。

データ連携基盤/都市OSの必要性とデジ田交付金での整備要件を踏まえた
本市でのデータ連携基盤/都市OSの整備・改修事業の特徴について 3

都市OSは、データの効率的な収集・管理や分野間/都市間での相互連
携を可能とするシステム的な共通の土台
・新規のサービスを低コストで早く構築可能に
・都市間連携により、マーケット規模拡大
・分野間連携により、新たなサービスの創出や既存サービスの深化

都市OSの必要性（国スマートシティガイドブックより） デジ田交付金での整備要件（国募集要項より）

本市でのデータ連携基盤/都市OS整備・改修の特徴



デジタル田園都市国家構想推進交付金申請における本市の３つのポイント

①地域課題の解決→ICT活用・会津大学連携→しごとづくり→企業集積の好循
環が生まれており、これをより大きなサイクルに育てていく。

②データ連携基盤を通じたサービス連携に取り組んできた成果を活かし、今後は官民・
民民間での複数のプロジェクトやサービスで連携を広げていく。

③スマートシティAiCT（サテライトオフィス）やAiCTコンソーシアム（共助のビジネス
モデル）が既に構築されており、これを最大限活用していく。

データ連携基盤
の取組

※デジタル庁の資料に会津若松市の事例を追記ICTを活用した地域課題解決の取組

サテライトオフィスや
共助ビジネスモデルの構築
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事業概要（1/2） 【複数分野データ連携の促進による共助型スマートシティ推進事業】 5事業概要 【複数分野データ連携の促進による共助型スマートシティ推進事業】 5

実施地域 会津若松市 事業費 83,020万円

実施主体 会津若松市、一般社団法人スーパーシティAiCTコンソーシアム、公立大学法人会津大学 他

事業概要 本市の人口減少の大きな要因となっている若年層の転出超過を抑制し、地元で「暮らし続けることのできるまち」「暮らし続
けたいまち」を実現する為、地域産業基盤強化のための地域産業DXとWell-Beingを向上する市民生活DXの取組として、
ICTオフィス「スマートシティAiCT」を中心とするICT産業の集積など約10年にわたるスマートシティの取組の成果を活かしな
がら、「食・農業」「観光」「決済」「ヘルスケア」「防災」「行政」等の各分野にわたるデータ連携と付加価値の創出に繋がる
デジタルサービスを実装する。

取組内容 ３年間を目途に、12分野においてデジタルサービスの実装を進め、これらのサービスを連携基盤を通じて有機的
かつシームレスに繋げることにより、市民生活における多様な場面での利便性向上や分野連携による付加価値
創出を図っていく

防災

・生産者(農家）と実需者(旅館、
飲食店)をマッチング
・デジタル通貨による事業者間決済
→地域営農者の所得の向上、地産
地消の促進

【食・農業】 需給ﾏｯﾁﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ

・地域観光事業者やコンテンツの予約・支払
い等の有機的な連携
・視察や出張などの目的に合わせたコンテンツ
のパッケージ化
→関係人口増加と地域内経済循環の促進

【観光】 産業観光を起点とした観光DX

・手数料低減や即時現金化を可能とするキャッシュレス決済の構築
・購買行動の見える化と他分野連携による付加価値創出
→支払い利便性の向上、キャッシュレス化促進、データ利活用型サービスの構築

【決済】 地域課題解決型デジタル地域通貨

・電子カルテ連携によるシ
ームレスな診療環境の構
築
・センシングやオンライン診
療・健康相談による予防
的医療の推進
→地域・医療資源の有
効活用、オンライン医
療サービスの充実

【ヘルスケア】
PHR/EHR情報統合、遠隔医療

・位置情報を活用
した安否確認・避
難誘導
・介護分野との連
携による要支援
者対応の高度化
→パーソナライズさ
れた災害対応の
実現

【防災】
デジタル防災

・行政保有情報をオプトインに基
づき連携することにより、申請書
が自動で記載
・行政情報の安全な連携と本人
認証を実現
・オープンデータの推進
→行政手続きの利便性向上、
安全な行政情報の連携、
多様なサービスへの展開

【行政】
書かないデジタル行政手続き

観光

エネルギー

・市民参加促進や
体験の場提供の
ためのサポーター
制度の構築

【市民参加促進】
ｽﾏｰﾄｼﾃｨｻﾎﾟｰﾀｰ

本事業で実施する取組
(2022年度から実装を開始する取組）
関連で実施している分野 又は

2023年度以降から実装やデータ連携
基盤接続を開始する分野

ﾍﾙｽｹｱ決済

廃棄物
ものづくり

地域活性化

【基盤】 データ連携基盤/都市OSの改修・運用、プロジェクト管理・評価

データ連携基盤/都市OS AiCTコンソーシアム

食農 行政

移動

教育

会津大学

・データに基づき市民ニーズ
を分析
・産学連携で地域課題解
決を目指す

AOI会議

http://tabidoki.jrnets.co.jp/e07/spot/3911.html
http://www.villa.co.jp/gallery/img/DSC00421.JPG


市第7次総合計画との関係の整理 6

政策１
時代を創る

子どもたちの育成

政策２
生涯にわたる学び
と活躍の推進

政策３
生活の基盤となる
仕事の創出

政策４
地域の個性を活かした
賑わいと魅力の創出

政策５
健やかで思いやりの
ある地域社会の形成

政策６
人と豊かな自然
との共生

政策７
災害や危機への
備えの強化

政策８
地域の活力を支える都
市環境の維持

政策９
ひとの力を活かした地
域活力の創造・再生

政策10
社会の変化に対応
した行財政運営

政策目標 政策・施策

政策分野10 食料・農業・農村
スマートアグリ

政策分野２ 学校教育
GIGAスクール、電子黒板

政策分野31 公共交通
会津Samurai MaaS

政策分野36 地域自治コミュニティ
みなとチャンネル

政策分野13 企業立地・産業創出
スマートシティAiCT

政策分野28 雪対策
除雪車運行システム

政策分野26 地域防災
防災情報メール

政策分野１ 子ども・子育て
母子健康情報サービス

政策分野４ 地域による子ども育育成
あいづっこ＋

政策分野15 観光
デジタルDMO（VISIT AIZU）

政策分野41 行政運営
ゆびナビ、コンビニ交付

政策分野22 低炭素・循環型社会
再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの活用

政策分野11 森林・林業
木質バイオマス発電

政策分野22 低炭素・循環型社会
電気自動車の導入（公用車）

政策分野35 情報通信技術
会津若松＋、あいべあ、ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀ

政策分野16 中心市街地・商業地域
商店街機能の維持・強化、中心市街地の魅力向上
地域課題解決型デジタル地域通貨

政策分野10 食料・農業・農村
食料の安定供給・農業の持続的発展
需給マッチングサービス

政策分野15 観光
地域資源を活用した観光振興、誘客宣伝の推進と受入
体制の整備
産業観光を起点とした観光DX

政策分野26 地域防災
災害に強いまちづくりの推進、高齢者支援体制の充実
、高齢者とその家族等への総合的な生活支援
位置情報を活用したデジタル防災

政策分野17 健康・医療
生活習慣病の予防、感染症対策の推進、地域におけ
る医療体制の確保
医療DB構築、遠隔医療充実

政策分野41 行政運営
行政サービスの最適化と利便性向上
行政情報連携による“書かない”行政手続きナビ

政策分野35 情報通信技術
ICTを活用した地域活力の維持・発展
データ連携基盤/都市OS改修

これまでのスマートシティの主な取組 本事業で実施する取組発展・深化



事業の推進体制及び各構成員の役割 7

プロジェクト責任者

会津大学：岩瀬 次郎 ヘルスデータサイエンス

都市空間デザイン

Well-being/海外知見

全体PMO アクセンチュア／スマートシティ推進室

会津大学
人材育成・共創 共

同
実
施

分
野

データ連携基盤(都市OS)運用

データ管理・利活用

市民普及

副市長、各部局長

会津若松市長：室井照平

慶應義塾大学：宮田 裕章

JTQ㈱ ：谷川 じゅんじ

北欧研究所 ：安岡 美佳

廃棄物

SAP

廃棄物対策課

ヘルスケア

アクセンチュア

健康増進課

竹田綜合病院/そね内
科等5医院、クオール

ﾃﾚﾒﾃﾞｨｰｽﾞ/富士通/
オムロン/ソフトバンク、
TIS/HumanAPI

食・農業

凸版印刷

農政課

エネルギー

バンブージャパン

環境生活課

行政

アクセンチュア

情報統計課

シンク

BSN/エフコム

ものづくり

SAP

企業立地課

観光

アクセンチュア

観光課/スマート
シティ推進室

NSC/ADD/ﾃﾞｻﾞｲﾆｳ
ﾑ/ SamuraiMaaS

ソフトバンク
/CCC

教育

凸版印刷

学校教育課/こども家
庭課/こども保育課

防災

ソフトバンク

危機管理課/
高齢福祉課

自主防災組織/
包括支援センター

SOMPO HD/
アクセンチュア

分野別の推進体制（コンソ各WGリーダー企業／コンソ主な参画企業/地域企業・団体/市主担当課）

モビリティ

決済

地域活性化

三菱商事

TIS

パナソニック

地域づくり課

商工課

まちづくり整備課

ﾖｰｸﾍﾞﾆﾏﾙ門田店

データ連携基盤/都市OS改修アクセンチュア ﾌﾞﾘｽｺﾗ/BSN スマートシティ推
進室

東芝データ/みずほ
銀行/明治安田

先端ICT研究

WG統括

市担当課

開発・運営
(地元企業・団体)

開発・運営

市 × 会津大学 × AiCTコンソ× 地域企業・団体事業推進・実施主体

スマートシティ経営ｽﾏー ﾄｼﾃｨ・ｲﾝｽﾃｨﾃｭー ﾄ：南雲 岳彦

アドバイザー

AiCTコンソ：海老原城一

アーキテクト会津大学：宮崎 敏明

商工会議所：渋川 恵男

顧
問

アーキテクト会議

今年度の交付金
対象とする分野・取組

各分野別のWGについては、プロジェクトの進行に応じて隔週で開催 WGのメンバーはプロジェクトの内容・進行により幅広く連携・調整

月1～2回程度定期的に開催

：役割

：主体

分野WG
/役割

AOI
会議

PLANT DATA/
エヌ・エス・シー

会津中央青果/くつ
ろぎ宿/ドットネット

スマートシティAiCT入居企業・地元企業等約80社で構成するAiCTコンソーシアムを基軸とし、各分野ごとにリー
ダー企業、参画企業、地元企業・団体、市担当課による強力な連携・実施体制により事業を推進していく。



【基盤】 データ連携基盤/都市OS改修事業
全体プロジェクト管理

事 業 費 ：30,700万円
実施主体：AiCTコンソーシアム 8

デジタル庁の準備する機能を参照・活用しながら、パーソナルデータ連携機能を始めとして、オプトイン管理機能
、共通ID管理機能等を追加実装するとともに、本市で展開する様々なサービスと接続・連携することで、市民
生活における多様な場面での利便性向上や分野連携による付加価値創出を図っていくための基盤としていく。

電子カルテ情報デ
ー
タ
・
ア
セ
ッ
ト

サ
ー
ビ
ス

都市OSポータル
(会津若松プラス)

【アクセンチュア】

電子母子健康
手帳

(OYAKO plus)

【TOPIC】

インバウンド
観光

(VisitAIZU)

【アクセンチュア】

行政手続き
申請

(ゆびなびプラス)

【BSNアイネット】

健康アドバイス
(SIRU+)

【シルタス】

地産地消
マッチング

(地産地消
プラス)

【凸版】

オンライン診療/
健康管理

(テレメディーズBP)

【テレメディーズ】

PHR情報
ガジェット

(ヘルスケア
ガジェット)

【アクセンチュア】

デジタル防災
（市民向け）
(マイハザード)

【ソフトバンク】

視察者向け
観光アプリ

(MottoAIZU)

【ソフトバンク】

地域通貨決済
(会津財布)

【TIS】

地域農産物
需給情報

（地産地消プラス）

【凸版】

ヘルスケアIoT
機器連携
（Omron
Connect）

【Omron】

オンライン診療/
健康相談/

服薬指導履歴

（HELPO）

【ソフトバンク】

地域通貨
決済履歴

（会津財布）

【TIS】

飲食店
開店情報

（飲食店IoT）

【ソフトバンク】

購買履歴
データ

（T-Point）

【CCCﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ】

（蓄積方式）

地域記事情報
(会津若松プラス)

オプトイン
履歴情報

(会津若松プラス)

基本属性情報
(会津若松プラス)

本人確認
履歴情報

危険個所情報
（マイハザード）

【ソフトバンク】

ハザードマップ
情報

【国土地理院】

構築・連携済システム

基幹系システム
保管情報

地域情報連携
(ペコミン)

【SYNC】

デジタル防災
（行政向け）
(マイハザード)

【ソフトバンク】

地域MaaS
交通チケット

(SamuaiMaaS)

【デザイニウム】

チャットボット
(マッシュ君)

【アクセンチュア】

学校情報連携
(あいづっこ
プラス)

【AIZU LABO】

除雪車
運行情報

(除雪車ナビ)

【アクセンチュア】

地域情報連携
(あいべあ)

【SYNC】

オンライン診療/
健康相談/
服薬指導
(HELPO)

【ソフトバンク】

介護コミュニティ
(ケアエール)

※防災機能実装

【SOMPO】

PHR/EHR
情報閲覧
(ヘルスケア
パスポート)

【TIS】

電子レシート
(ｽﾏｰﾄﾚｼｰﾄ)

【東芝データ】

行政保有
パーソナル

情報連携機能
（セキュアGW）

電子カルテ
連携API

(HumanBridge)

オンライン
診療履歴

（テレメディーズBP）

【テレメディーズ】

観光場所情報
（VisitAIZU）

【アクセンチュア】

ヘルスケアIoT
機器連携

（HumanAPI）

災害時
安否情報

（マイハザード）

【ソフトバンク】

地震・火山・津波
/注意報・警報

データ

【気象業務支援ｾﾝﾀｰ】

オープンデータ
（D4C）

※NGSI対応

【エフコム】

購買履歴
データ

（ｽﾏｰﾄﾚｼｰﾄ）

【東芝データ】

キビタン健康ネット
（電子カルテ情報連携）

市基幹系システム
（行政保有PD）

【アクセンチュア】
【会津若松市】

【病院等】

構築・連携済システム

地域通貨
決済処理機能

データ処理機能
(匿名化/統計化)

共通ID発行／管理（OpenID Connect準拠）

認証・認可機能
（OAuth2.0準拠） オプトイン・データ流通管理機能

都
市O

S

・
デ
ー
タ
連
携
基
盤

Ａ
Ｐ
Ｉ
・
開
発
者

ポ
ー
タ
ル

（
O
A
S
3
.0
準
拠
）

ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ認証

ブローカー機能／オープンデータ用（Fiware-Orion準拠） ブローカー機能／パーソナルデータ用

Ａ
Ｐ
Ｉ
管
理
機
能

A
P
I
G
a
te
W
a
y

API GateWay

API GateWay

開発者
ポータル

学生/教員による
技術、新サービス創出

（AOI会議：会津大学）



【食・農】 需給マッチングサービス
事 業 費 ：5,800万円
実施主体：AiCTコンソーシアム（食・農業WG）

・地域内流通の活性化および地産地消の促進を目的として、農作物に関する生産情報と飲食店等の需要情報
に基づくデジタルマッチングシステムを実装し、生産者の所得向上及び、地域において持続可能な食と農の供給
体制を構築する。
・取引に関する決済については、データ連携基盤を通じてデジタル地域通貨で行うことで、手数料負担低減と即日
現金化も併せて実現する。
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【生産者】
・新たに販路が増えることで、農家の
方など生産者の所得向上に

【地元旅館や飲食店】
・生産者の顔が見える安心安全で新
鮮な農産物が割安で入手可能に

【地域】
・地産地消により地域内流通が活性
化し、地域内経済循環が促進

取組の効果 サービスイメージ

規格外野菜の流通によるフードロス削
減や、有機栽培・オーガニック作物など
の高付加価値流通促進による地球
温暖化対策等への寄与など、生産と
消費が連動した、永続的な農業・食
品流通モデルに発展させていく。

目指す将来像

需給マッチング
プラットフォーム

生産情報

発注情報

生産者か
ら実需者
に直接届
ける体制
を構築

【地域】
地産地消
が促進

【実需者】
新鮮な野菜が手

に入る

【生産者】
収益を

最大化できる

生産者

旅館 施設 飲食店

http://tabidoki.jrnets.co.jp/e07/spot/3911.html


【観光】 産業観光を起点とした観光DX
事 業 費 ：9,100万円
実施主体：AiCTコンソーシアム（観光WG） 10

・地域の観光事業者ごとに繋がりを持つことが難しい現状に対し、データ連携基盤/都市OSを通じた共通IDやデ
ジタル地域通貨を活用することで、情報提供や予約・決済を有機的かつシームレスに繋げ、地域観光をパッケ
ージ化し連携を図ることができるようにすることで、地域でのサービス利用・地元消費の促進と利便性向上による
誘客促進を図る。
・まずは、近年多くの人が本市を訪れる要素の一つになっている、スマートシティ関係の視察や出張客を対象とし
てパッケージ化・ビジネス化を図っていき、順次に教育旅行や地域観光全体への展開・拡大を検討していく。
・また、共通IDにおいてシームレスに様々な関連サービスが利用できるものとすることで、市民にとってもスマートシ
ティを体感できるサービスとしていく。

サービスイメージ

【来訪者（視察者等）】
・行程が明確化、予約・決済の一
元化による利便性向上

【地元旅館、飲食店、店舗】
・宿泊観光の増加や飲食店など
への誘客促進。

【地域・観光全体】
・視察や出張旅行者の増加と地
元宿泊・飲食店等の利用により
地域内経済循環が促進。
・予約や購買履歴データに基づく
分析が可能となり、観光状況の
見える化やマーケティングに基づく
サービス設計が可能に。

取組の効果

地域連携型の事業運営を可能としていくことで、従来かかっていた手数料
を縮減するとともに、データに基づく計画な地域観光運営の実現を目指す

目指す将来像

スマートシティ
視察客・出張者

スマートシティに
関心のある市民

スマートシティ会津若松
視察パッケージ

視察予約

宿泊予約

飲食店舗情報配信

レンタカー/MaaS

お土産物購入

飲食店

交通事業者

宿泊事業者

AiCT
(視察対象企業)

会津若松市役所
(視察対象団体)

店舗

都
市O

S

（
共
通ID

・
決
済
）

順次、教育旅行
等に拡大

MootoAIZU
（web,アプリ）



【決済】 地域課題解決型デジタル地域通貨
事 業 費 ：9,850万円
実施主体：AiCTコンソーシアム（決済WG）

・地域のキャッシュレス化を阻害している決済手数料負担及びキャッシュレス立替資金精算の店舗負荷を軽減す
るデジタル地域通貨基盤を導入する。昨年度の実証事業の成果を基に、本事業では小売・サービス及び食・農
分野で導入開始する。
・これにより、市民や店舗の利便性向上のみならず、オプトインに基づくデータ連携基盤を通じた購買行動データの
健康アドバイスサービスでの活用などデータ利活用促進も実現する。
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【利用者】
・様々な手続きの支払いを時間
や場所によらず行え、地域独自
のサービスを受けられる。
【店舗事業者】
・決済手数料負担が少なく即時
の立替金精算が可能なキャッシ
ュレスを導入できる。
【その他お金を扱う事業者】
・請求や集金等手続きと支払い
が一体化し事業が効率化

取組の効果 サービスイメージ

既存の手数料ビジネスによるキャ
ッシュレス決済では無し得ない、
地方において持続可能でかつ地
域課題の解決に資するデジタル
地域通貨を目指す。

目指す将来像

事業運営主体
(AiCTコンソーシアム

/クーポン・ポイント等は
各種団体・事業者)

配布/
取得

精算 取得

支払 納品

＋α
健康
アドバ
イス等

・いつでもどこでも通貨を入手可能
・手続きと一体化して楽に
・地域独自のサービス

決済手数料低減や立替金の即時精
算などキャッシュレスの負担を軽減し収
益性が向上

教育 医療

商店街行政
順次
拡大

<利用者> <店舗>

<利用者・店舗間> <事業者間>

デジタル地域通貨基盤

地域通貨はさまざまな
シーンに拡大

地域のどこでも使える

家にいながら医療、
行政手続き、学校関連の

支払いが可能に

手続き
と

一体化

支払



【ヘルスケア】 PHR/EHR情報を統合して閲覧可能な医療DB構築
医療DBを活用した遠隔医療サービスの実現

事 業 費 ：12,300万円
実施主体：AiCTコンソ（ヘルスケアWG）

・県の広域電子カルテ情報共有サービスであるキビタン健康ネットに加入する医療機関がある一方で、ヘルスケアIoTデバ
イスの普及により個人でアプリごとに蓄積・保管するヘルスケアデータも増えており、データが分散してしまっている状況にあ
る。そこで、共通IDをキーとして、キビタン健康ネットを通じたEHR情報とヘルスケアIoTデバイスから生成されるPHR情報
を統合し、医療従事者等が患者のオプトインに基づきPHR/EHR情報が閲覧可能なサービスを実現する。
・データ連携基盤を通じて患者のオプトインに基づき取得可能なPHR/EHR情報を閲覧しながらオンライン医療サービ
ス（健康相談/診療/服薬指導）を実施可能にするとともに、当該診療等の結果についてもPHR/EHR情報に集約さ
れるように連携する。

医療機関
データベース

血圧計等
IoT

診療履歴

都市OS

キビタン
健康ネット

利用診察

オンライン
服薬指導

オンライン診療
モニタリング

共通IDで市民の情報を一元化

医療従事者向け
情報閲覧

ヘルスケア
サービスポータル

診療履歴/ライフログ
情報閲覧

有益なヘルスケア
サービス情報提供

診療履歴、ライフログ情報に
基づく質の高い診療/指導

ライフログ把握による
潜在リスク察知・助言

質の高い診療/指導を享受でき、健康長寿へ
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【市民】
・受診歴や家庭での血圧値などが
医療者に伝わるため、より適した
助言・診療を受けられ、病気の発
症・悪化を予防。

【医療従事者の方】
・受診歴やIoT機器のライフログも含
め状態像を把握でき、より適切な
診療/助言に繋がる。

【地域全体】
医療も市民もデータに基づき予防へ
の意識が高まり、健康寿命の延
伸に繋がる。

取組の効果

デジタル技術をフル活用した予防医
療の仕組み構築により持続可能な
健康長寿の実現を目指す。

目指す将来像

サービスイメージ



【防災】 位置情報を活用したデジタル防災
事 業 費 ：5,650万円
実施主体：AiCTコンソーシアム（防災WG）

要支援者 支援者

家族

・ハザードマップや個人避難計画をデジタルで提供するとともに、位置情報を活用した動的な避難誘導及びリアル
タイムでの避難行動情報が提供可能なサービスを構築する。避難行動情報は、オプトインに基づき家族や行政
に提供することが可能となっており、デジタルでの安心・安全サービスを提供可能となる。
・本サービスは昨年度に自治会等を巻き込んだ実証事業を実施済みであり、本事業を通じてリリースするとともに、介
護コミュニティサービスと連携し、災害弱者である要支援者等に対する手厚いサービスをデジタルを通じて実現する。
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【市民】
・自身の個別避難計画をデジタルで作成・管理が
可能に。
・家族の安否を位置情報付きで確認が可能に。

【要支援者・支援者の方】
・日常の要支援・支援の枠組みが災害時にもデジ
タルを通じて連携が可能に

【地域自主防災組織】
・地域において支援が必要な方を、本人のオプトイ
ンに基づき把握が可能に。

【観光客・通勤者】
・地域のことが良く分からない場合でも、位置情報
により適切に避難場所等への避難が可能に。

取組の効果

オプトインに基づき提供された個別避難計画や安
否情報等のデータに基づく、効果的な災害対応の
検討に繋げていく。

目指す将来像

サービスイメージ

会津若松市

要支援者対応

マイハザード

ケアエール

POINT
リアルタイムでの
家族などの
安否確認

POINT
位置情報に基づ
くパーソナライズさ
れた避難誘導

包括支援
センター

POINT
要支援者、支援者等が
日常的に繋がる仕組み

データ連携基盤（都市OS）

セキュアGW

POINT
災害時に弱者となる要支援
者の円滑かつ迅速な避難対
応や安否確認が可能に



【行政】 “書かない”行政手続きナビ
行政保有情報連携・活用事業、オープンデータ基盤改修

事 業 費 ：7,620万円
実施主体：市情報統計課

手続きナビサービスの導入により、行政手続き申請をPCやスマホから可能とするのみならず、データ連携基盤を通じ
た行政保有情報（住民票情報など）をオプトインに基づき連携することにより、申請書が自動で記載される『書か
ないデジタル行政手続きナビ』を実現

【市民の利便性向上】
・自動で申請書が完成するため、PC/スマホ
でのデジタル申請の利便性を体感可能に

【市の業務効率向上】
・ぴったりサービスと異なり、市の基幹系シ
ステムまで自動連携するため業務効率が
大幅に向上

【新庁舎を見据えたタイミング】
・新庁舎を見据え、本年度から本格的な
オンライン申請を導入することで、デジタル
時代にあった窓口デザインが可能

取組の効果 サービスイメージ

基幹系システム
(市保有)

都市OS

ID管理

本人確認

セキュアGW

市民

ア
ク
セ
ス

手続き申請サービス
氏名・住所など
が入力された
簡単申請！

マイナンバーカードを
利用した厳格な

本人確認とID管理

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ系

LG-WAN

入力・確認作業の
減少による業務効率化

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ系と
LG-WANの間を
高セキュリティで

接続

14

デジタル手続きの浸透により、窓口業務に
かかる人・費用が削減され、そうした人・費
用を別の分野に割り振ることで、時代の変
化に対応できる質の高い行政サービスを
実現。

目指す将来像

ｵﾌﾟﾄイﾝ管理



【スマートシティサポーター】
・市民のみなさんに、体験から利用に繋がることができる機会や場の設定とともに、口コミや拡散などにより参加の輪を広げていくこ
とができる環境（スマートシティサポーター制度）を構築することで、利用者拡大から市民理解浸透の好循環を目指す。
・データ連携基盤により、デジタルでシームレスにサービスが展開されることを踏まえ、一度自分が利用したサービスを起点に他の分
野のサービスへもシームレスに利用が拡大していくような、アナログでの人の繋がりや体制をつくっていく。
【リビングラボ】
・「デジタルを活用した地域課題の解決」という同じ目標に向かって、企業と地域関係者が継続的に対話をしながら試行錯誤を
重ねながら開発を進めていく場や機会（リビングラボ）をつくっていく（デジタル防災の開発における、ソフトバンク×旧年貢町
町内会のような関係を他の分野や取組にも拡大）。

ねらい・概要

【スマートシティサポーター 】
・デジタルツールを用いたサポーターの
募集と管理
・デジタルツールを用いたサポーターと
のコミュニケーション方法の構築
【リビングラボ】
・企業とサポーター(地域)との橋渡し
・企業とサポーターが相互理解を深め
るための機会設定
・デジタルツールを用いた企業とサポー
ターとのコミュニケーション方法の構築
【共通】
・広報、PR事業（HPや新聞等での
情報発信）
・地域別・業界別のタウンミーティング
の開催

取組内容

＜デジタル防災開発における
リビングラボ＞

デジタル防災アプリの開発にあたっては
、自主防災に積極的に取り組む旧年
貢町内会に継続的に協力頂きながら
、実証実験等を継続的に行い、開発
を進めている。

＜スマートシティサポーターによる
利用者拡大のイメージ＞

【市民参加促進】 スマートシティサポーター
事 業 費 ：2,000万円
実施主体：市スマートシティ推進室 15

MaaSｻｰﾋﾞｽ

防災ｻｰﾋﾞｽ

決済ｻｰﾋﾞｽ

教育ｻｰﾋﾞｽ

口コミ

利用拡散

体験

市民

口コミ

利用拡散

体験

市民

口コミ

利用拡散

体験

市民

口コミ

利用拡散

体験

市民

口コミ

利用拡散

体験

市民

口コミ

利用拡散

体験

ｻﾎﾟｰﾀｰ

口コミ

利用拡散

体験

ｻﾎﾟｰﾀｰ

口コミ

利用拡散

体験

ｻﾎﾟｰﾀｰ

口コミ

利用拡散

体験

ｻﾎﾟｰﾀｰ



経費分担等

AiCTコンソーシアムにおいて、既に、主要開発ベンダー、地元企業・団体、地元ベンチャー等が地域のために、取組
分野ごとに協業する体制が築かれている強みを活かすとともに、企業が集積していることによる資源を最大限活
用でき、かつスピーディーな事業展開ができるよう、民間サービス実装化事業については当該コンソーシアムに対
する補助により支援を行っていく。一方、市が直接的にサービス提供主体となる事業については、通常の調達行
為により事業者を選定し業務委託する。

16

Ａ
ｉ
Ｃ
Ｔ
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

民間
企業

内
閣
府
地
創

￥

サービス提供

サービス利用料

サービス
提供主体

都市OS
運営

事業企画・
運営都市OS機能提供

￥
都市OS利用料

交付金

￥
会
津
若
松
市

申請者

連携協定

データ連携基盤改修・運用補助
307,000千円

￥

会費

参画企業・地域企業

￥
民間サービス実装化補助（５分野） 427,000千円
需給マッチング、デジタル通貨、スマートシティ観光、医療DB・遠隔医療充実、デジタル防災

実績報告

会
津
若
松
市
ｻｰﾋﾞｽ

提供主体

￥

￥業務委託 データ連携基盤
改修・運用

市データ
セキュアGW

役割 主体 ￥ 交付金対象事業のお金の流れ

他市町村

会津地域、福島県内での横展開を想定
適正規模による都市OSの持続的運用を目指す

ヘルスケア
WG

食・農業
WG
観光
WG

防災
WG

￥

サービス提供

サービス利用料

都市OS機能提供

￥
都市OS利用料

￥

サ
ー
ビ
ス
利
用
者
（
市
民
、
通
勤
・
通
学
者
、
旅
行
者
、
出
張
者
）

ｻｰﾋﾞｽ
受益

システム納品
業務遂行

実績報告

交付金

￥

￥ 利用料/会費

行政
WG

決済
WG



デジタル田園都市国家構想推進交付金の地方負担の取扱いについて

・本交付金は、デジタルを活用した地域課題の解決や魅力向上に向けた、データ連携基盤の整備や
複数サービスの連携による実装事業の立ち上げに要する費用を支援。

・デジタル実装タイプTYPE3は、補助率2/3（１事業あたり国費6億円を上限）。

・地方負担分については、新型コロナウィルス感染症対応地方創生臨時交付金（市町村ごとに割り
当てられた地方単独事業分とは別枠で措置）において80%が充当される。

17

対象事業費
8億3,020万円（データ連携基盤改修3億0,700万円 民間サービス補助4億2,700万円、市事業9,620万円）

デジ田交付金
5億5,347万円

（2/3）

市費 2億7,673万円（1/3）

コロナ臨時交付金

2億2,139万円
（80％）

市
一般財源
5,534万円
（20％）

【対象事業費・デジ田交付額等（見込み）】



データ連携基盤/都市OSを持続可能に提供していくための運用・計画 18

・コンソーシアムにより既
に民間資金を安定的
に確保。
・今後はサービス・ユーザ
ー数を増やし、サービス
提供者負担を徐々に
収益で賄っていく。

民間資金

公費

企業負担・会費負担

デジ田交付金

市費

データ連携API利用課金

オプトイン機能利用課金 【凡例】 想定依存度
◎依存度大 〇一定依存あり
△依存度低 ー依存度なし本人確認情報利用課金

初期構築

◎

◎

ー

ー

2022年 2023年 2024年

ー ー ー

○ ○

△

△

○

○ ◎

◎

○

ー ー ー

ー △ ○ ◎

○

イニシャルコストに関する基本的な考え方

・データ連携基盤/都市OSの整備・改修につ
いては、コンソーシアムの民設民営（民間資
金投入）を基本とする。

・一方、データ連携基盤は、官民でのサービス
連携のインフラとなるものであることから、市が
国交付金を活用し補助により財政支援を行
う。

・なお、デジ田交付金type2-3では事業推進
の要としてデータ連携基盤整備のイニシャル・
ランニング費用ともに支援対象としている。

ランニングコストに関する基本的な考え方

運営費(市費)
1千万円

変動費(民間資金)
運営費(市費)

1千万円

変動費(民間資金)

運営費(市費)
1千万

変動費(民間資金)N年
N＋1年

N＋2年
データ連携・サービス増加に伴う追加開発・

従量課金制の変動費

・官民でのサービス連携のインフラとなるものであることから、市が基礎
的な運営費について支援を行う（市費１千万円については、現
在の会津若松プラスの運営費用をイメージ）。
・データ・サービス増加に伴う追加の変動費については、コンソーシア
ムを含むサービス提供者により、接続料や利用料の徴収も含めた
形での民間資金によって賄う。

2030年

ー

◎

◎

○

ー

◎

・・・
・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

中・長期的なコスト負担の考え方
イニシャル ランニング


